
 

 

県内企業の約７割が賃上げ予定するも 

賃上げの負担に対して約６割は正社員確保が進まず 

～2026 年度賃金改定動向に関する調査～ 

 

 

株式会社いよぎん地域経済研究センター（略称 IRC、社長 矢野 一成）は、このたび標記の調査結果を

とりまとめましたので、その概要をお知らせします。 

なお、詳細は IRC ホームページに掲載します。 

 

記 

 

【調査概要】 

・ 県内企業の 72.3％が 2026 年度の賃上げを予定している。しかしながら、長引くコスト高や価格転嫁の

遅れから先行きに対して厳しい見方の企業が多く、高い水準の賃上げには息切れ感が見え始める結果と

なった。 

・ 具体的な賃上げ方法では、最も積極的な賃上げの「定期昇給＋ベースアップ」が 49.2％と最も高く、「ベ

ースアップのみ」（16.6％）と合わせると約７割の企業がベースアップを予定している。 

・ 「ベースアップ」の要因では、「物価高への対応のため」と「採用難や離職防止」の２項目が他の項目を

大きく引き離しており、依然として防衛的要因からのベースアップが続いている。 

・ ４年目を迎える賃上げの流れに対して、約９割の企業が負担を感じている。賃上げせざるを得ない

状況が続くなか、全体の約６割は賃上げの想定通りに正社員の確保が進んでいない。 

・ 持続的な賃上げに向けて、企業は引き続き価格転嫁や生産性向上に取り組みつつ、賃上げが負担感

だけにならないよう、人材確保に効果的に結び付けていくことが今後の新たなポイントになるだろ

う。 

以 上 
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はじめに 

日本の賃上げ機運の高まりが本格化して３年目と

なった 2025 年春闘は、２年続けて５％を超える賃上

げ水準となった。また、2025 年 10-12 月期の日本の

実質 GDP 成長率は前期比＋0.1％（速報値）となり、

２四半期ぶりのプラス成長に回帰したものの、個人

消費は小幅上昇にとどまっている。日本経済が持続

的に成長するには内需の成長が欠かせず、これまで

以上に中小も含めた賃上げ動向が重要な要素となる。 

そこで、県内一般事業所の賃金改定動向と賃上げ

の持続可能性を探るため、アンケートを実施した。 

 

１．賃上げ状況  

（１）引き続き中小企業で「６％以上」を目指す 

 日本労働組合総連合会（以下「連合」）の集計によ 

ると、2025 年春闘での賃上げ率は全体で 5.25％と目

標であった「５％以上」を達成したが、中小企業に限

ると 4.65％にとどまった。（図表―１）。賃上げの裾

野を広げ、消費を拡大するには中小企業への波及が

不可欠であることから、連合は 2026 年春闘でも引き

続き中小企業は「６％以上」を目標としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実質賃金の推移 

愛媛の実質賃金推移をみると、2025 年は年間を通

して対前年比マイナスが続いており、物価高の影響

がみられる（図表―２）。２月 21 日に発足した高市

政権は物価高対応を最優先課題に位置づけている。

物価対策で実質賃金の一時的なプラス転換は期待さ

れるが、しっかりと定着化させるためには、持続性あ

る賃上げが大きなカギといえよう。 

 

 

２．賃金改定動向に関するアンケート結果  

県内企業の賃金改定動向を把握するため、以下の

アンケートを実施した。なお、アンケートはすべて正

規雇用社員の賃金を対象に回答を得た。また、本調査

では、平均月給の増額改定を「賃上げ」とする。 

 

（１）平均月給の改定動向 

Ａ.改定実施の有無 

【全体・部門別】 

全体の 72.3％が 2026 年度の賃上げを予定してい

る（図表―３）。2025 年度の賃上げ実績（90.6％）か

らは約 18ポイントの低下だが、前年調査でも見通し

段階の賃上げ予定は 77.7％であったことから、現時

点での慎重姿勢の表れと考える。部門別では、製造業

の約８割、非製造業の約７割が賃上げを予定してい

るが、全業種で前年度実績からは低下した。製造業で

は原材料費やエネルギーコストの高止まり、非製造

業では人件費の原資確保のために値上げした際の顧

客離れを懸念する声が多く聞かれ、「据え置き」が増

加する結果となった。 

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとにIRC作成

（注）実質賃金は、名目賃金指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して算出している。
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【図表ー２】愛媛と全国の実質賃金指数対前年比の推移
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 注）労働者１人ひとりの賃金合計額を労働者の数で割った賃金水準

資料：日本労働組合総連合会「2024年春季生活闘争第７回（最終）回答集計結
果」をもとにIRC作成
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【図表ー１】平均賃金方式による春季賃上率の推移
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【従業員数別】 

企業規模が大きいほど賃上げ予定の割合が高くな

る傾向がみられたが、全ての規模で前年度実績を下

回った（図表―４）。特に「20 人以下」では、30 ポイ

ント近く下回っている。小規模非製造業者からは、

「賃上げできるよう前向きに考えているがコスト高

に対して粗利の確保が難しい」や、「物価高で既存店

舗の利益率が低下するなかでの賃上げは難しい」と

いった声があり、「据え置き」が増加する結果となっ

た。また、「未定」が前年調査（10.1％）からほぼ倍

増しており、様子見姿勢がうかがえる。 

 

 

【地域別】 

  東中南予すべての地域で、賃上げ予定は約７割

となった（図表―５）。前年度実績に比べて、東予

と南予で「据え置き」が約８ポイント増加した。 

 

Ｂ．賃上げ予定企業の賃上げ率 

【全体・部門別】 

全体では「３％台」が 27.2％で最も高く、次いで

「２％台」（21.5％）が続く（図表―６）。「１％未満」

から「３％台」までの割合が 68.2％と 2025 年度実績

（60.8％）より約８ポイント上昇する一方で、「４％

台」以上の割合は低下した。また、今春闘でも連合が

中小企業の目標として掲げる「６％以上」は 4.6％に

止まり、前年度実績（11.0％）を大きく下回った。 

 

 

【従業員数別】 

「20人以下」と「101 人以上」は「２％台」、「21～

50 人」「51～100 人」では「３％台」が最も高い（図

表―７）。全体と同様に、「３％台」までの割合が上昇

する一方で、「４％台」以上の割合が低下する傾向が

みられた。 
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【図表ー３】賃金改定動向 （部門別）
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【図表ー4】 賃金改定動向 （従業員数別）
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【図表ー5】 賃金改定動向 （地域別）
増額 据え置き 減額 未定
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【図表ー6】 賃上げ予定企業の賃上げ率 （部門別）
1％未満 1％台 2％台 3％台 4％台 5％台 6％以上

2025年度実績

2026年度見通し

60.8％

61.1％

60.3％

68.2％

64.6％

70.0％

39.2％

39.7％

38.9％

30.0％

35.4％

31.8％



 
【地域別】 

東予と南予は「３％台」が約３割で最も高く、中予

は「２％台」（24.7％）が最も高い（図表―８）。また、

全ての地域で、「３％台」までの割合が上昇する一方

で、「４％台」以上の割合が低下する結果となった。 

 

Ｃ．2026 年度の賃上げ方針 

2026 年度の賃上げ方針を前年度賃上げ率の実績別

にみると、「３％台」までは「同程度」が最も多く、

一部には「高め」とする企業もあった（図表―９）。

一方、前年度実績が「４％台」以上では、賃上げ率が

高かったほど「低め」が多い。その結果、見通しにお

いて、「１％未満～３％台」までの上昇と「４％台」

以上の低下につながったものと考えられる。 

高い賃上げ率を維持できている企業へのヒアリン

グからは、「これまでが他業界に比べて低かったので

収益が上がった分は出来るだけ社員に還元したい」

（小売）や、「価格転嫁に加えて受発注のオンライン

化などの業務効率化によって生産性が改善した」

（卸）、「今は人件費負担が大変でも将来への投資と

考えている」（サービス業）などの声が聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．賃上げの具体的な内容（複数回答） 

【全体・部門別】 

賃上げ予定企業の具体的な方法では、最も積極的

な賃上げの「定期昇給＋ベースアップ」が 49.2％と

最も高い（図表―10）。「ベースアップのみ」（16.6％）

と合わせると、約７割の企業がベースアップを予定

している。また、「初任給引き上げ」（25.9％）が前年

（11.9％）から大きく伸びた。 

部門別でみても、製造業、非製造業ともに約５割

が「定期昇給＋ベースアップ」と回答し、「ベースア

ップのみ」と合わせて６～７割がベースアップを予

定している。 

 
 

【従業員数別】 

「20人以下」と「101 人以上」で「定期昇給＋ベー

スアップ」の割合が最も高い（図表―11）。また、「初

任給引き上げ」は企業規模が大きくなるほど割合が

高く、「21～50 人」「51～100 人」では前年実績比 10

ポイント以上増加している。初任給引き上げ競争の

影響が小規模企業にまで及んでいるようだ。 
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【図表ー7】 賃上げ予定企業の賃上げ率 （従業員数別）
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【図表ー8】 賃上げ予定企業の賃上げ率 （地域別）
1％未満 1％台 2％台 3％台 4％台 5％台 6％以上

2025年度実績

2026年度見通し

35.3％
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68.9％ 31.1％
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62.5％ 37.5％



 

 

Ｅ．ベースアップを実施する要因（複数回答） 

 「ベースアップ」を実施する要因では、「物価高へ

の対応のため」が 84.3％と最も高い（図表―12）。前

年の結果を約８ポイント上回っており、企業は長引

く物価高による従業員への配慮を最優先にしている。

次いで「採用難や離職防止」が 73.2％となり、この

２項目が他を大きく引き離す。 

一方、「企業業績の改善」（14.2％）や「価格転嫁の

進展」（10.2％）などの積極的要因は前年並みの１割

程度に止まっており、依然として防衛的要因からの

ベースアップが続いている。 

 

Ｆ．「据え置き」とする要因（複数回答） 

 見通しを「据え置き」とした要因では、「現在の月

給が適正な水準」が 45.7％で最も高い（図表―13）。

また、「価格転嫁が不十分」（37.1％）と「今後の賞与

支給等で対応」（25.7％）が前年を大きく上回った。

コスト上昇や賃上げ分に対する価格転嫁が不十分な

ため、給与テーブルを引き上げるベースアップでは

なく業績に応じて「今後の賞与支給等で対応」しよう

とする姿勢がうかがえる。 

 

（２）賃上げの負担度合いと正社員確保について 

Ａ．賃上げによる負担度合い 

 ４年目を迎えた賃上げの負担度を尋ねたところ、

全体では 27.8％が「大いに負担」と回答しており、

「やや負担」（61.0％）を合わせると 88.8％が負担を

感じている（図表―14）。部門別、従業員数別でも同

様の傾向がみられた。ある機械製造業からは、「賃上

げしないと人材確保が出来ないため毎年賃上げして

いるが、それに見合うだけの生産性向上が達成出来

ておらず、将来的に利益の押し下げ要因になること

を危惧している」との声があった。 

 

 

Ｂ．賃上げと正社員確保の関係性 

【全体】 

 今回の調査で明らかなように、ベースアップ要因

の約７割は「採用難や離職防止」だが、賃上げと正社

員確保の関係性を尋ねたところ、「賃上げしても確保

できない」が 31.8％で最も高く、「やや不足している」

（25.1％）を合わせて約６割の企業は想定通りの確
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【図表ー13】「据え置き」の要因（3つまでの複数回答）
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【図表ー14】賃上げによる負担度合い
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保が進んでいない。（図表―15）。業種別にみると、

「建設」や「小売」「医療・福祉」など人手に頼らざ

るを得ない業種で確保できない傾向がより顕著にみ

られた。ある建設業からは、「仕事の大変さから敬遠

される業種のうえに、小規模企業では正社員確保は

さらに難しい」といった切実な声が聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員数別】 

 企業規模に関わらず「賃上げしても確保できない」

と回答した割合は約３割を占め、共通した問題とい

える（図表―16）。また、規模が小さいほど賃上げと

正社員確保を関連付けていない割合が高く、無理な

賃上げ競争は避けている可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）今後の見通しについて 

Ａ．来年度以降のベースアップ実施見通し 

全体では、「来年度も継続する予定」が 35.2％で前

年調査（31.5％）を上回った（図表―17）。また、「未

定」が約８ポイント増加する一方で、「時期は未定な

がら状況をみて検討したい」が前年比で約 13 ポイン

ト低下している。回答企業が異なるため単純比較は

できないが、現時点で来年度を見通せる企業と見極

めたい企業に分かれた可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ．今後のベア実施のための判断材料（複数回答） 

全体では、「自社の業績見通し」が 79.4％と最も高

く、次いで「採用動向・労働力確保状況」（55.8％）

が続く（図表―18）。それぞれ前年調査より増加して

おり、特に採用動向は約 13 ポイント上回る。 

賃上げ動向別にみると、賃上げの有無に関わらず

「自社の業績見通し」が最も多く、「据え置き＋未定」

の企業では 83.8％と全体を上回る。また、業績見通

しに直結する「価格転嫁の進展状況」が約半数を占め

た。一方、賃上げ予定企業では採用動向が約６割とな

り、全体を上回った。 
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【図表ー18】今後のベア実施の判断材料

（複数回答）
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【図表ー17】ベースアップ実施見通し

来年度以降も継続する予定 １～２年先にはベアを実施したい
状況をみて検討したい ベア以外を検討
未定 （％）

2025年度調査

2026年度調査

賃上げの想定通りに

確保できている

13.9％

賃上げの想定より

やや不足している

25.1％

賃上げしても確保

できない

31.8％

賃上げと正社員

確保を関連付けて

いない

28.1％

その他

1.1％

【図表ー15】賃上げと正社員確保の関係性（n=267）
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図表ー16 賃上げと正社員確保の関係性（従業員数別）
賃上げの想定通りに確保できている 賃上げの想定よりやや不足している

賃上げをしても確保できない 賃上げと正社員確保を関連付けていない

その他

（％）



（３）今後の賃金水準と雇用の方針について 

 全体では、「平均水準だが持続的な賃上げ」が

60.3％で最も高い（図表―19）。賃金水準の強弱はあ

るものの、全体の約７割が持続的な賃上げ方針とし

ており、賃上げ機運は定着している。正社員の確保度

合い別にみると、想定通りに進んでいる企業ほど持

続的な賃上げ方針の割合が高く、想定通りの企業で

は４分の１が「トップクラスの賃金水準で持続的な

賃上げ」と回答している。 

想定通りに確保できている企業では、「賃上げと社

員教育をセットで実施して定着率が改善」（小売）や

「これまでの昇給状況や賞与額など募集記事の内容

を充実」（建設）、「処遇改善と合わせて先を見据えた

キャリア形成の提示」（サービス業）などの取り組み

がみられた。賃上げを経営者の明確なメッセージを

伝える機会とすることで既存社員に安心感を与え、

さらには人材確保にもつながっていることが持続的

な賃上げ意欲を高めているようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

県内企業における 2026 年度の賃金改定動向は、約

７割が賃上げを予定し、賃上げ機運の定着もみられ

た。しかしながら、本格的な賃上げが４年目を迎え、

コスト高や価格転嫁の遅れが続くなか、高い水準の

賃上げには息切れ感が見え始める結果となった。ア

ンケート後の中東情勢次第では、さらにその傾向が

高まる可能性もある。また、防衛的要因から賃上げせ

ざるを得ない状況でありながら、負担感の高まりに

対して想定通りの人材確保が進んでいない実態も明

らかになった。 

持続的な賃上げ実現のためには、引き続き業績見

通しが大きなポイントとなるが、今回の結果からは、

人材確保の成否が賃金動向を左右する要因となりつ

つある傾向もみられた。賃上げ予定企業の約６割が

採用動向を意識していることからも、賃上げを人材

確保に効果的に結び付けていくことが今後の新たな

ポイントになるだろう。 

（菅 正也） 
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図表ー19 今後の賃金水準と雇用の方針

業界・地域でトップクラスの水準で持続的な賃上げ 業界・地域で平均的な水準だが持続的な賃上げ

業界・地域の平均水準を下回るが持続的な賃上げ 賃金以外の働きがい等で差別化

賃金より雇用の安定化を最優先 特に明確な方針はない

その他 （％）
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